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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,988,742 3,803,657

受取手形及び売掛金 1,764,540 1,593,409

商品及び製品 79,876 80,072

未成工事支出金 56,421 29,856

原材料及び貯蔵品 32,843 32,663

繰延税金資産 59,481 62,276

その他 17,412 59,298

貸倒引当金 △23,008 △17,845

流動資産合計 4,976,310 5,643,388

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,110,815 1,104,674

減価償却累計額 △550,183 △561,992

建物及び構築物（純額） 560,632 542,682

機械装置及び運搬具 354,291 351,293

減価償却累計額 △312,898 △321,508

機械装置及び運搬具（純額） 41,393 29,785

工具、器具及び備品 1,692,563 1,804,597

減価償却累計額 △1,375,313 △1,528,798

工具、器具及び備品（純額） 317,249 275,799

土地 1,851,903 1,851,903

リース資産 304,392 496,142

減価償却累計額 △57,469 △181,536

リース資産（純額） 246,923 314,606

建設仮勘定 9,996 19,200

有形固定資産合計 3,028,098 3,033,976

無形固定資産   

のれん 34,666 21,666

ソフトウエア 3,493 1,734

電話加入権 8,941 8,941

その他 187 166

無形固定資産合計 47,289 32,508

投資その他の資産   

投資有価証券 312,799 463,242

長期貸付金 86,170 47,551

長期前払費用 10,121 16,262

繰延税金資産 159,295 165,807

長期預金 500,000 －

その他 196,558 207,365

貸倒引当金 △58,690 △2,337

投資その他の資産合計 1,206,255 897,890

固定資産合計 4,281,643 3,964,375

資産合計 9,257,953 9,607,763
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,264,946 1,305,228

リース債務 99,947 163,525

未払法人税等 282,010 208,887

賞与引当金 96,000 95,400

設備関係支払手形 51,400 41,674

その他 341,469 347,003

流動負債合計 2,135,775 2,161,719

固定負債   

繰延税金負債 － 4,776

リース債務 147,365 140,491

退職給付引当金 － 2,889

役員退職慰労引当金 355,097 395,297

長期預り保証金 57,025 50,804

その他 32,401 19,485

固定負債合計 591,890 613,745

負債合計 2,727,665 2,775,465

純資産の部   

株主資本   

資本金 436,180 436,180

資本剰余金 513,708 513,708

利益剰余金 5,600,697 6,143,309

自己株式 △188,243 △466,922

株主資本合計 6,362,342 6,626,274

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 23,167 57,917

少数株主持分 144,778 148,105

純資産合計 6,530,288 6,832,298

負債純資産合計 9,257,953 9,607,763
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②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 8,199,329 7,928,354

売上原価 3,800,246 3,578,630

売上総利益 4,399,083 4,349,723

販売費及び一般管理費   

販売手数料 46,421 44,584

旅費及び交通費 289,867 265,949

役員報酬 233,760 274,080

給料 1,239,400 1,312,525

福利厚生費 186,036 183,334

賞与引当金繰入額 80,572 82,920

退職給付費用 91,519 105,182

役員退職慰労引当金繰入額 7,950 40,200

のれん償却額 15,926 13,000

減価償却費 128,066 171,832

貸倒引当金繰入額 9,630 214

その他 797,071 820,782

販売費及び一般管理費合計 3,126,221 3,314,606

営業利益 1,272,861 1,035,117

営業外収益   

受取利息 10,529 8,181

受取配当金 8,528 8,014

仕入割引 4,467 2,409

雑収入 3,219 15,041

営業外収益合計 26,744 33,647

営業外費用   

支払利息 3,465 6,058

雑損失 393 188

営業外費用合計 3,858 6,247

経常利益 1,295,747 1,062,517

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  26

投資有価証券売却益 － 16,820

貸倒引当金戻入額 － 5,591

特別利益合計 － 22,439

特別損失   

固定資産売却損 ※4  61 －

固定資産除却損 ※1  2,124 ※1  4,561

投資有価証券売却損 － 11,134

減損損失 ※2  8,886 －

特別損失合計 11,072 15,696

税金等調整前当期純利益 1,284,674 1,069,260

法人税、住民税及び事業税 497,525 418,236

法人税等調整額 12,890 △29,653

法人税等合計 510,416 388,583

少数株主利益 7,315 1,431

当期純利益 766,942 679,245
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

商品売上高 4,114,781 4,104,769

在宅関連収入 2,027,677 2,106,273

工事売上高 794,143 479,813

売上高合計 6,936,602 6,690,856

売上原価   

商品期首たな卸高 86,856 60,464

当期商品仕入高 2,051,396 2,022,644

合計 ※2  2,138,252 ※2  2,083,109

他勘定振替高 19,768 －

商品期末たな卸高 60,464 58,019

商品売上原価 2,058,019 2,025,089

在宅関連収入原価 832,665 868,707

工事売上原価 634,080 400,040

売上原価合計 3,524,764 3,293,837

売上総利益 3,411,837 3,397,019

販売費及び一般管理費   

販売手数料 45,173 42,610

配送費 221,670 225,038

旅費及び交通費 182,516 161,513

役員報酬 212,280 244,725

給料 853,470 917,745

福利厚生費 127,179 126,950

賞与引当金繰入額 59,115 60,000

退職給付費用 71,111 82,513

役員退職慰労引当金繰入額 7,950 38,700

賃借料 121,103 112,809

保険料 32,720 43,384

減価償却費 129,096 178,185

その他 441,146 442,646

販売費及び一般管理費合計 ※2  2,504,534 ※2  2,676,822

営業利益 907,303 720,197

営業外収益   

受取利息 14,833 12,182

受取配当金 7,013 6,803

受取賃貸料 ※2  82,296 ※2  81,516

経営指導料 ※2  45,660 ※2  48,240

雑収入 2,576 11,177

営業外収益合計 152,380 159,920

営業外費用   

支払利息 2,504 4,463

賃貸収入原価 15,299 14,000

雑損失 393 188

営業外費用合計 18,197 18,653

経常利益 1,041,486 861,464

特別利益   
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

固定資産売却益 － ※3  26

投資有価証券売却益 － 16,820

貸倒引当金戻入額 46,960 55,138

特別利益合計 46,960 71,986

特別損失   

固定資産売却損 ※4  61 －

固定資産除却損 ※1  2,068 ※1  4,561

投資有価証券売却損 － 1,849

関係会社株式評価損 － 11,314

減損損失 ※5  8,886 －

抱合せ株式消滅差損 1,346 －

特別損失合計 12,362 17,724

税引前当期純利益 1,076,083 915,726

法人税、住民税及び事業税 414,736 383,853

法人税等調整額 39,537 △12,706

法人税等合計 454,273 371,147

当期純利益 621,810 544,579
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平成21年６月26日

株式会社星医療酸器 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社星医療酸器の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社星医療酸器及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  川  井  克  之  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  市  川  亮  悟  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社星医療

酸器の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社星医療酸器が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成22年６月29日

株式会社星医療酸器 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社星医療酸器の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社星医療酸器及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年５月14日開催の取締役会において、連結子会

社である株式会社星コーポレーションとの合併について決議している。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    和    田    芳    幸    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    齋    藤         哲    印 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社星医療

酸器の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社星医療酸器が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月26日

株式会社星医療酸器 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社星医療酸器の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第35期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社星医療酸器の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  川  井  克  之  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  市  川  亮  悟  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成22年６月29日

株式会社星医療酸器 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社星医療酸器の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第36期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社星医療酸器の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年５月14日開催の取締役会において、連結子会

社である株式会社星コーポレーションとの合併について決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    和    田    芳    幸    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    齋    藤         哲    印 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【会社名】 株式会社星医療酸器 

【英訳名】 HOSHI IRYO-SANKI CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  星   幸 男 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都足立区入谷七丁目11番18号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪府大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 株式会社星医療酸器神奈川事業所 

  (神奈川県綾瀬市早川字上原2647番地27) 

 株式会社星医療酸器千葉支店 

  (千葉県千葉市稲毛区山王町305番地10) 

 株式会社星医療酸器埼玉営業所 

  (埼玉県北本市荒井四丁目151) 

 株式会社星医療酸器名古屋営業所 

  (愛知県海部郡蟹江町大字蟹江本町字エの割３番地の１) 

 株式会社星医療酸器大阪営業所 

  (大阪府交野市私部西五丁目32番25号) 

 株式会社星医療酸器尼崎営業所 

  (兵庫県尼崎市東難波町二丁目１番５号) 



当社代表取締役社長星幸男は、当社の第36期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の有価証

券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年６月29日

【会社名】 株式会社星医療酸器

【英訳名】 HOSHI IRYO-SANKI CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  星   幸 男

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 東京都足立区入谷七丁目11番18号

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

  (大阪府大阪市中央区北浜一丁目８番16号)

 株式会社星医療酸器神奈川事業所

  (神奈川県綾瀬市早川字上原2647番地27)

 株式会社星医療酸器千葉支店

  (千葉県千葉市稲毛区山王町305番地10)

 株式会社星医療酸器埼玉営業所

  (埼玉県北本市荒井四丁目151)

 株式会社星医療酸器名古屋営業所

  (愛知県海部郡蟹江町大字蟹江本町字エの割３番地の１)

 株式会社星医療酸器大阪営業所

  (大阪府交野市私部西五丁目32番25号)

 株式会社星医療酸器尼崎営業所

  (兵庫県尼崎市東難波町二丁目１番５号)



当社代表取締役星幸男は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）の財務報告に係る内部統制を

整備及び運用する責任を有しており、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に

係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企業会計審議会平成19年２

月15日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して内部統制を整備運用し、当社グループの財務

報告における記載内容の適正性を担保するとともに、その信頼性を確保しております。 

なお、内部統制は判断の誤り、不注意、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合や

当初想定していなかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には必ずしも対応しない可能性があ

り、内部統制が有効に機能しない固有の限界があることから、内部統制の目的を絶対的に保証するもので

はなく，合理的な範囲で達成しようとするものであります。 

  

当社代表取締役星幸男は、平成22年３月31日を基準日とし、一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して、評価を実施いたしました。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プ

ロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及

ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部

統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループに含まれる当社及び連結子会社について、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影

響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社（７社）を対

象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的

に決定しました。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の売上高の金額が高い拠点から合算し

ていき、連結売上高の概ね2/3に達している２事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要

な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至

る業務プロセスを評価対象としました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業

拠点も含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に

係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影

響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加いたしました。 

  

上記の評価の結果、平成22年３月31日時点において当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。 

  

該当事項はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】




